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研究成果の概要（和文）：経済格差とSC：経済格差が大きいとSCは壊れる。認知的SCよりも構造的SCが関連しており、
所得格差よりも資産格差が大きく負の相関がある。また、市町村レベルの所得格差の拡大と認知的SCと構造的SCの低下
は、生活満足度の低下と関連している。教育とSC：SCの醸成を規定するのは量的側面ではなく質的側面であり、質的側
面が高いと孤立化しにくい。また、学習の社会的成果は、地域の特性を強化する上で普遍的な影響を与える。地域の歴
史的・文化的背景とSC：地域の歴史的経緯がSCに影響を与え、既存地区のほうが近隣と距離を置き、地域参加や地域へ
の愛着も低いため、行政を通じた地道な啓蒙活動が重要である。

研究成果の概要（英文）：Economic inequality and social capital(SC): Inequality could deteriorate SC. 
Inequality has a stronger association with structural SC than cognitive SC. Wealth inequality has 
stronger impact on SC than income inequality. The higher income inequality at community level is 
associated with lower life satisfaction through the deterioration of both cognitive and structural SC. 
Education and SC：SC can be fostered not by the quantative aspects of education but by the qualitative 
aspects of education, or key competency. The higher the key competency is, the lower the probability of 
being isolated through stable SC. The key competency gained through education has universal impact on 
enhancing SC regardless of local characteristics. Historical/cultural backgrounds and SC: We found the 
historical backgrounds of the development of communities have strong impact on local SC. According to our 
study, developed communities tend to be less attached to neighbors and local community activities.

研究分野：社会関係資本

キーワード： 社会関係資本　ソーシャル・キャピタル
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１．研究開始当初の背景 
 
わが国の従来の経済政策は、財政政策と金
融政策を中心に経済成長を基本目的として
きた。しかし、グローバリゼーションが進む
市場競争時代では、経済成長だけでなく、そ
れがもたらす副次的な側面への対応が重要
度を増し、経済政策も従来の範疇を超えた変
化が求められている。 
経済学は本来、国民の幸福を高めるもので
あるという趣旨から幸福学の高まりがみら
れ、わが国でも大竹・白石・筒井（2010）な
ど幸福度に関する包括的な研究が行われた。
また、国際的には GDP を補完する指標の必要
性についての指摘が近来にない高まりをみ
せており、ヨーロッパでは Layard（2005）が
幸福について論じ、さらに Stiglitz et al.
（2009）は具体的な指標について論じている。
Stiglitz らはその中で、客観的幸福度を測る
対象として健康、教育、個人的諸活動、政治
への発言とガバナンス、社会とのつながり、
環境の状態、個人の安全、経済的不安定感の
8 項目を挙げ、これらの「公平な割り当て」、
つまり平等が重要であるとしている。 
本研究では、上記 8 項目のうち、社会との
つながり、換言すればソーシャル・キャピタ
ル（社会関係資本、以下 SC）の計測とその醸
成要因の分析を行なう。さらに分析した醸成
要因に基づき、SC の地域賦存量の地域差を解
明することを目的とする。SC の定義は「心の
外部性を伴う信頼・規範・ネットワーク」と
し、①公共財としての社会全体に対する信頼、
②準公共財（クラブ財）としての特定のグル
ープ内の信頼・規範、③私的財としての個人
のネットワーク、とする。「心の外部性」と
は、公害などの物理的な外部性と異なり、当
事者が認知することが必要という意味であ
る。SC の外部性については、市場に内部化す
ると毀損するものが多い。たとえば、地域の
SC に依っていた介護を介護保険により市場
に内部化すると、地域にそれまで存在してい
た社会関係資本が毀損するため、何らかの政
策的対応が必要不可欠である（稲葉 2005; 
2008）。 
 
２．研究の目的 
 
SC に影響を与える変数は、歴史的・文化的
経緯、幼少期の家庭環境、教育、経済格差、
情報化技術の進展、団体参加、住区の構造な
どが挙げられる（Uslaner 2002; 2008, Putnam 
1993; 2000, Halpern 2004）。欧米では、特
に経済格差が SC と逆相関にある点と、教育
が重要である点を、多くの研究者が指摘して
いる。しかし SC は、国ごと、地域ごとに大
きな違いがあり（世界価値観調査）、欧米の
知見をそのまま適用することはできない。 
わが国では、SC を外生変数ととらえてその
影響を実証する研究については、健康・コミ
ュニティの安定・防災など多数の実証研究が

あるが、内生変数として醸成要因を研究した
ものは、旧村ベースで知多半島の地域を区分
した場合に SC（一般的信頼）の違いが明確に
観察されることを明らかにし、歴史的・文化
的経緯の影響について論じた埴淵（2008）、
教育の中でも公立学校の活動が SC（クラブ
財）に影響しているとした文部科学省（2011）、
地域の経済格差が高齢者の SC（一般的信頼）
と逆相関があるとした Ichida et al.（2009）
などごく少数に限られ、負の影響も含めて包
括的に分析した研究は少ない。SC の地域差に
ついても、データ不足のため見解の一致を見
ておらず、わが国では政策対象となっていな
い。そこで本研究は、全国民（79 歳までの
成人）を母集団とする郵送による全国調査を
実施し、SC の醸成要因に関する包括的研究を
目的とする。 
SC の醸成要因、特に公的教育、毀損要因と
しての経済格差に焦点を当て、両者の SC に
対する影響を分析するため大規模調査を実
施し、SC 関数モデルを構築する。そこで、今
までの全国調査にさらに教育関連の設問を
追加し、さらに、地域別経年変化について解
析する。 
本研究の目的は、SC を導入することで、格
差が生む社会的問題を理論的に SC の外部性
の毀損として取り扱えるようになり、政策目
標とする際、政策立案者へ具体的な示唆を与
えることである。 
 

 
３．研究の方法 
 
①先行研究の論文サーベイ。 
②SC 全国調査の実施。 
1）SC の経年変化の分析、2）地域別 SC 賦
存量の調査、3）SC 醸成・毀損要因の分析、4） 
SC 賦存量の地域差の解明、をするために、79 
歳までの成人全国民を母集団とする層化 2 
段階郵送法によるSCアンケート調査（100 地
点1 万票送付、有効回答3,575票）を実施し、
既存の郵送法調査データ（2003 年内閣府調
査 n＝1,878；2010 年稲葉調査 n＝1,599）と
あわせてデータセット（n＝7,052）を作成し
た。加えてマルチレベル分析のため総務庁の
納税データから市町村別ジニ係数を算出し
た。 



また、地域特性をみるため、多摩 5地区（関
戸、乞田・貝取、桜ヶ丘、愛宕、鶴巻）にお
ける聞き取り・参与観察と郵送法調査（30 歳
から 79 歳を対象に各地区 500 票計 2,500 票
送付、1,086 票回収）を実施した。 
③分析方法 
個票を用いた個人レベルの変数によるカ
テゴリカル回帰分析、二項ロジスティック回
帰分析、コミュニティレベルの影響を加味し
たマルチレベル分析により、公共財、クラブ
財、私的財それぞれの SC 関数を推計した。
また、質問票では得られない情報については
多摩 5地区における聞き取り・参与観察に依
拠した。 
④公開研究会・ワークショップの実施 
上記②と③について、研究メンバー全員と
関連分野の研究者を講師に招いた公開の研
究会・ワークショップを 3カ月に 1回開催し、
研究成果の発表とメンバー以外からのコメ
ントを得た。先行研究の論文サーベイも研究
会・ワークショップで実施し、2014 年に本研
究関連の先行サーベイのまとめとして、ミネ
ルヴァ書房から『ソーシャル・キャピタル「き
ずな」の科学とは何か』を刊行した。 
 
４．研究成果 
 
経済格差と SC の関連については、以下の
関係を実証した。 
①経済格差が大きいと SC は壊れる。 
②ただし、都道府県別の世帯の収入と資産
における格差（ジニ係数）と SC 構成要素と
の相関分析（稲葉 2013）の結果では、一般
的信頼・特定化信頼などの認知的な SC より
も、ネットワークや団体参加などの構造的な
SC が格差と関連している。 
③特に所得格差よりも資産格差と大きな
負の相関がある。 
④マルチレベル分析によれば、市町村レベ
ルの所得格差の拡大と市町村レベルの認知
的 SC と構造的 SC の低下は、生活満足度の低
下との対応がみられる（Inaba et al. 2015）。 
教育と SC の関連については、マルチレベ
ルモデルの分析を通して、以下の 3つの知見
が得られた（露口 2016）。 
①SC の醸成を規定するのは、学習経験の量
的側面ではなく、キー・コンピテンシー（質
的側面）であり、学習経験を通して獲得した
生涯学習観、そして、学習経験を通してキ
ー・コンピテンシーを獲得することが、人々
との間に豊かなつながり（SC）を醸成する。
また、住民のキー・コンピテンシー水準が高
い地域では、そこに居住する人々が豊かなつ
ながりを享受する可能性が高く、逆に、住民
の学歴水準が高い地域では、そこに居住する
人々の豊かなつながりが脆弱化する。人々の
つながりを醸成するためには、教育経験年数
という学習経験の量的側面への投資よりも、
キー・コンピテンシー形成という学習経験の
質的側面に投資する方が、社会的成果（SC）

が高まる。 
②キー・コンピテンシーが高いと経済的に
困窮していても孤立化しにくい、つまり SC
が維持しやすい。 
③学習が SC に及ぼす効果は地域共通であ
る。学習経験のキー・コンピテンシーは、ど
のような地域においても共通に SC の醸成に
対する直接効果を有しており、経済的階層と
社会関係資本との関係を調整する。学習の社
会的成果は、全国的に均一に出現する可能性
が示されている。 
地域の歴史的・文化的背景と SC の関連に
ついては、以下の知見が得られた（石田（光） 
2015）。 
多摩 5地区の歴史的背景を開発過程の違い
により、既存地区と一括開発地区に分け、さ
らに前者を漸進開発地区（関戸）と混在地区
（乞田・貝取）の 2つに分け、後者を戸建て
地区（桜ヶ丘）、賃貸・公営地区（愛宕）お
よび分譲団地地区（鶴巻）の 3つに分けて分
析した。調査対象 5 地区では SC の多寡が存
在しているが、個人の SC は個人の属性、階
層、居住形態から影響を受けている。しかし、
これは開発過程で似た属性の人々が集まる
ことに起因している。戦後の郊外開発の形態
が地域の住民を規定することを通じて SC に
大きな影響を与えるという意味で、地域の歴
史的経緯が SC に影響を与える、という点が
明らかになった。SC の内容では、総じて既存
地区のほうが近隣と距離を置き、地域参加や
地域への愛着も低く、したがって行政を通じ
た地道な啓蒙活動が重要になる。 
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